（別紙）
特例随意契約状況等報告書

令和　　年　　月　　日

契約担当者　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　

障害者雇用促進企業等及び障害福祉サービス事業者等からの物品等の調達等に関する取扱方針の第６の第３項の規定に基づき、　　　　年度において、同取扱方針の第６の第２項による「同一の会計年度において１件を限度」とする特例随意契約を行っていないことを報告します。
（同時期に他の契約担当者から当該規定の適用を受けるための見積りを徴されている場合）

	契約予定

年月日
	契約概要
	契約予定金額　　

　　　　(円)
	契約相手の

機関名
	左記機関の担当者

名及び電話番号
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（注）１　当該報告は、方針第６の第２項に定める「同一の会計年度において１件を限度」とする要件を確認するためのものです。
２　同時期に他の契約担当者から当該規定の適用を受けるための見積りを徴された（見積りを提出するよう依頼を受けた場合を含む。）場合は、必ず上表に記入して報告してください。（該当が無い場合は、記入不要）
３　契約機関名については、契約書上の名義ではなく、契約の窓口となった機
関名（本庁にあっては担当の部・局・課の名称を、地方機関にあっては県民
局・室・課又は事務所の名称）を記入してください。

　
